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第４章 施設整備計画

第１節 水源計画

愛知県営水道からの浄水受水 100％の企業団の水源計画は、給水区域の地盤沈下対策

から実施されてきたもので、今後も地域の安全を考慮し継続する必要があります。予備水

源として現有する５井の井戸のうち、立田配水場に 4 井ある水源からは、立田浄水場施設

で処理できない項目が検出されている（資料 6「経年水質検査結果」参照）ことから水道

水として使用できないため、老朽化している導水管（石綿セメント管）の更新費用も考慮

し、水源計画を検討する必要があります。

また、企業団給水区域は、大規模地震対策特別措置法の規定に基づく地震防災対策強化

地域及び南海トラフ地震対策特別措置法の規定に基づく南海トラフ地震防災対策推進地

域に指定されており、配水池の耐震性が課題となっていることから、今後 RC 造りの立田

配水場配水池（2,300 ㎥）、弥富配水場第 1 配水池（2,500 ㎥）第 2 配水池（10,650

㎥）第 3 配水池（10,020 ㎥）の耐震診断を実施し、必要な耐震補強を施す必要がありま

す。

第２節 配水計画

将来にわたっての安定給水を確保するため配水管網の最適化を図ることを目的として

平成 22 年度に実施した主要配水管網解析調査において、南水地区については 4 路線（愛

西市早尾町～小茂井町地内、弥富市鎌倉町～又八三丁目地内、弥富市鎌島三丁目～鳥ヶ地

三丁目地内、弥富市鯏浦町中六地内）に係る配水管布設・布設替等の管網整備が必要であ

り、また、名港地区については現況の給水量で推移した場合、現況口径 500 ㎜、300 ㎜

の管路がそれぞれ 400 ㎜、200 ㎜に縮径可能である旨の調査結果となりました。

この調査結果に基づき水量・水圧不足の解消と経年管の改良に努めます。

第３節 施設老朽化・耐震化対策計画

（１） 老朽管（塩化ビニル管）更新事業

この事業は、耐震性の低い接着接合に

よる継手を有する経年塩化ビニル管の更

新を、平成 25 年度から令和 9 年度の 15

年間、口径 50 ㎜から 150 ㎜、延長

108.5 ㎞、総事業費 41 億 81,031 千円

で施行するものです。

（※詳細は、資料 2 「塩化ビニル管更新事業実績・計画表」を参照）
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（2） 立田配水場配水池更新事業

この事業は、昭和 36 年度に築造した RC 造配水池（容量 2,300 ㎥）の老朽化

対策並びに耐震化対策として、平成 31 年度から令和 4 年度の 4 年間、総事業費 6

億 08,025 千円で更新するものです。

なお、本事業は令和元年度から令和２年度に調査・設計業務、令和 3 年度から令

和 4 年度の 2 年間で更新工事を施行するものとし、県費補助事業（補助率 1／4）

として施行する予定です。

（3） 立田大橋水管橋更新事業

この事業は、昭和 63 年度に布設した立田大橋水管橋の老朽化対策並びに耐震化

対策として、令和 2 年度から令和 6 年度の 5 年間、口径 150 ㎜、延長 1,310m、

総事業費 2 億 39,646 千円で更新するものです。

なお、本事業は令和２年度から令和４年度で調査・設計業務及び関係機関との協

議を実施し、令和５年度から令和６年度の 2 年間で更新工事を施工する予定です。

（4） 佐屋配水場電気・機械設備更新事業

この事業は、平成 3 年度に設置した佐屋配水場電気・機械設備の耐用年数の経過     

に伴う老朽化対策として、令和 5 年度以降において更新工事を施工するものです。

なお、本事業は立田・弥富配水場電気・機械設備の更新実績及び他の大規模更新

事業計画の状況等を踏まえ、令和 5 年度から令和 9 年度頃を予定し、事前に老朽

度診断・基本計画策定業務及び実施設計業務を実施する予定です。

（5） 老朽管（ダクタイル鋳鉄管）更新事業

この事業は、昭和 57 年度以降に布設した南水地区及び昭和 50 年度、昭和 61

年度に名古屋港管理組合から無償譲渡を受けた名港地区（昭和 43～54 年度布設

分）に係るダクタイル鋳鉄管の老朽化対策並びに耐震化対策として、平成 35 年度

以降において耐震管への更新に着手するものです。

南水地区の昭和 57 年度布設分及び名港地区布設分の償却が令和 4 年度をもって

終了することから事業効果等を踏まえ令和 5 年度以降の施行とし、給水管の分岐の

無い基幹管路については国庫補助事業（補助率 1／4）として施行する予定です。
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第４節 水道事業地震防災対策計画

（1） 想定地震

海溝型の地震として、東海地震、東南海地震、東海・東南海地震の連動、また、

内陸型の地震として、養老－桑名－四日市断層帯を想定し、想定震源域及び想定震

度分布については愛知県防災会議地震部会「愛知県東海地震東南海地震等被害予測

調査報告書」（H15.3）を参考とした場合、海部南部水道企業団管内においては最

大で震度 6 強～７が想定され、管内ほぼ全域において液状化の危険度が極めて高く、

管内南部は伊勢湾に面していることから、津波による建物周辺への浸水が予測され

ます。

（2） 管路の被害想定

阪神・淡路大震災における管種別被害率から被害を想定した場合、管路の被害想

定は次のとおりです。

H31.3.31 現在

管 種 被 害 率 布 設 延 長 被 害 箇 所 数

ダ ク タ イ ル 鋳 鉄 管 0.468 ヶ所/km×124km 58 ヶ所

石 綿 セ メ ン ト 管 2.076 ヶ所/km× 02km 4 ヶ所

ビ ニ ー ル 管 1.987 ヶ所/km×593km 1,178 ヶ所

鋼 管 1.189 ヶ所/km× 37km 44 ヶ所

ポ リ エ チ レ ン 管 0 ヶ所/km×  9km 0 ヶ所

計              765km 1,284 ヶ所

    ※H31.3.31現在の管路の全延長873㎞のうち、耐震管108㎞を除く765㎞を対象とするもの。

（3） 断水の想定

① 発災直後の断水状況

発災直後の断水状況については、阪神・淡路大震災における西宮市の通水率及

び企業団の管路布設状況等から推計した結果は、殆んどの地区において 2 週間は

断水状態であると推定しました。

     ② 断水状況の時系列的推計

阪神・淡路大震災における西宮市の断水率を参考に、発災からの断水状況の推移

を推計した結果は次のとおりです。
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H31.3.31 現在

発災後２週間目 3 週間目 4 週間目 5 週間目 6 週間目 10 週間目

断水世帯数
（戸）

37,753 21,264 14,844 10,030 80 0

断 水 率
（％）

94.1 53.0 37.0 25.0 0.2 0.0

※Ｈ31.3.31 現在の給水戸数 40,120 戸を対象とするもの。

（4） 応急給水活動

応急給水活動は、「海部南部水道企業団水道事業地震防災応急対策要綱」に規定す

る「応急給水班」を組織することにより、各配水場における拠点給水、給水車等に

よる運搬給水、県送水管からの応急給水支援設備による仮設給水を必要に応じて実

施します。

応急給水活動の詳細については、以下のとおりです。

① 水源      【応急給水水源一覧】

施   設   名 貯   水   量 住         所

立田受水場 PC 受水池 7,700 ㎥×80％=6,160 ㎥ 愛西市早尾町西立切 29-1

立田配水場 RC 配水池 2,300 ㎥×80％=1,840 ㎥ 愛西市早尾町西立切 80

佐屋配水場 PC 配水池 14 ,7 05 ㎥×80％=11 , 764 ㎥ 愛西市西條町大池 180

弥富配水場 RC 配水池 23 ,1 70 ㎥×80％=18 , 536 ㎥ 弥富市駒野町 2

計 38,300 ㎥

② 応急給水の期間と水量

期   間 目標水量 根      拠

発災～３日 3Ｌ/人・日 生命の維持に最小限必要な水量

４日～10 日 20Ｌ/人・日
炊事、洗面、トイレなど最低生活水準を維持するために必要

な水量

１１日～１４日 100Ｌ/人・日 通常の生活には不便であるが、生活可能な必要水量

１５日～４２日 250Ｌ/人・日 ほぼ通常の生活に必要な水量

４３日以降 被災前給水量
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③ 必要給水量の推定                 H31.3.31 現在

期 間 応急給水人口×水量×期間 必 要 給 水 量

発災～３日 82,000 人×0.003 ㎥/人・日×3 日＝  738 ㎥ 738 ㎥

４日～10 日 82,000 人×0.020 ㎥/人・日×7 日＝11,480 ㎥ 11,480 ㎥

１１日～１４日 82,000 人×0.100 ㎥/人・日×4 日＝32,800 ㎥ 32,800 ㎥

１５日～４２日

46,185 人×0.250 ㎥/人・日×7 日＝80,824 ㎥

32,242 人×0.250 ㎥/人・日×7 日＝56,424 ㎥

21,782 人×0.250 ㎥/人・日×7 日＝38,124 ㎥

  174 人×0.250 ㎥/人・日×7 日＝  305 ㎥

県水は、およそ 2 週間で受

水可能

※ 応急給水人口は、H31.3.31 現在の給水人口 87,141 人に断水率を乗じたもの。

※ 11 日以降の必要水量は、状況に応じて減量調整するものとする。

④ 給水方法

(ア) 拠点給水……企業団の配水場において、応急給水するものです。

給水拠点名 所 在 地 水   源 給 水 箇 所

立田受水場 愛西市早尾町西立切 29-1 県水受水
遮断弁室西側立上がり消火栓

（受水池自然流下方式）

立田配水場 愛西市早尾町西立切 80 県水受水
配水池東側人孔

（配水池ポンプアップ方式）

佐屋配水場 愛西市西條町大池 180 県水受水
ポンプ棟南側立上がり消火栓

（配水池自然流下方式）

弥富配水場 弥富市駒野町 2 県水受水
第 3 配水池東側人孔

（配水池ポンプアップ方式）

◆ 管 路 復 旧 訓 練 ◆
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(イ) 応急給水支援設備……県送水管の空気弁設置箇所から学校、避難所などへ仮設配管を設置

し、仮設給水栓より応急給水ができるようにするものです。（一部地域は運搬給水となりま

す。）

地
区
名

番

号
設 置 場 所 住     所 県空気弁設置番号

（ 設 置 場 所 ま で の 距 離 ）
給水方法 設 置 路 線

愛

西

地

区

1
立 田 北部 地 区防 災

コミュニティセンター

愛西市

早尾町野藪 11-1

海部支 A ｰ３

（４８０ｍ）
仮設給水

県道津島海津線

市道 4 号線

2 消 防 本 部
愛西市

西保町西川原 25

第２津幹 A ｰ７４

（２０ｍ）
仮設給水 国道 155 号線

3 佐 屋 西 小 学 校
愛西市

内佐屋町河原 136

第２津幹 A ｰ８０

（４８０ｍ）
仮設給水

国道 155 号線

市道 1161、1162、1136 号線

4 く ひ な 公 民 館
愛西市

佐屋町宅地 12

第２津幹 A ｰ７６

（２４０ｍ）
仮設給水

国道 155 号線

市道 1186、132 号線

5 市 江 児 童 館
愛西市

西保町大之内 13-1

第２津幹 A ｰ６４

（７６０ｍ）
運搬給水

国道 155 号線

市道 163、2103、133 号線

6 海部南部水道企業団
愛西市

西條町大池 180

第２津幹 A ｰ５３

（３８０ｍ）
仮設給水

国道 155 号線

市道 135 号線

県道富島津島線

7 立 田 体 育 館
愛西市

小茂井町松下 5

第２津幹 A ｰ８８

（２，０００ｍ）
運搬給水

国道 155 号線

市道 21、131 号線

8 立 田 南 部 小 学 校
愛西市

山路町小割 7

第２津幹 A ｰ７５

（１，４５０ｍ）
運搬給水

国道 155 号線

市道 25、4053 号線

9
永和地区防災コミュ

ニ テ ィ セ ン タ ー

愛西市

鰯江町郷裏 147

第２津幹 A ｰ２９

（３，０００ｍ）
運搬給水

市道 B-26 号線

国道 1 号線

県道大藤永和停車場線

市道 167 号線
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弥

富

地

区

1 0 弥 富 北 中 学 校
弥富市

鎌倉町 62

第２津幹 A ｰ３７

（１８０ｍ）
仮設給水

市道 D-314 号線

市道 D-302 号線

1 1 栄 南 保 育 所
弥富市

操出九丁目 15

尾幹 A ｰ６６

（５６０ｍ）
仮設給水

主要地方道名古屋西港線

市道 B-15 号線

1 2
白鳥コミュニティセン

ター

弥富市

東中地二丁目 56

第２津幹 A ｰ３６

（５６０ｍ）
仮設給水

市道Ｄ-308 号線

市道Ａ-2 号線

市道Ｄ-315 号線

1 3 弥 生 小 学 校
弥富市

鯏浦町下与太 142

第２津幹 A ｰ４４

（８４０ｍ）
運搬給水

国道 155 号線

市道Ｅ-85 号線

市道Ａ-5 号線

市道Ｇ-12 号線

1 4 栄 南 小 学 校
弥富市

狐地二丁目 163

尾幹 A ｰ６５

（９００ｍ）
運搬給水

主要地方道名古屋西港線

県道境政成新田蟹江線

1 5
十 四 山

ス ポ ー ツ セ ン タ ー

弥富市

神戸三丁目 20

尾幹 A ｰ５３

（５８０ｍ）
仮設給水

主要地方道蟹江飛島線

市道Ｖ-92 号線

市道Ｘ-36 号線

1 6 十 四 山西 部 小学 校
弥富市

六條町大山 94

第２津幹 A ｰ２４

（４６０ｍ）
仮設給水

市道Ｖ-58 号線

市道Ｖ-49 号線

1 7 十 四 山 保 育 所
弥富市

坂中地一丁目 34

第２津幹 A ｰ２１

（６７０ｍ）
運搬給水

市道Ｖ-58 号線

市道Ｖ-102 号線

市道Ｂ-28 号線

1 8
あ い ち 海 部 農 協

十 四 山 支 店

弥富市

子宝四丁目 47

第２津幹 A ｰ１１

（６８０ｍ）
運搬給水

県道名古屋十四山線

市道Ｗ-37 号線

1 9 海 南 病 院
弥富市

前ケ須町南本田 396

第２津幹 A ｰ３４

（２，１００ｍ）
運搬給水

県道弥富名古屋線

市道Ｇ-185 号線

国道 1 号線、市道Ａ-7 号線

市道Ｊ-6 号線

飛

島

地

区

2 0 飛 島 学 園
飛島村大字

松之郷三丁目 21

尾幹 A ｰ６２

（１，９００ｍ）
運搬給水

主要地方道蟹江飛島線

村道 212、420 号線

県道境政成新田蟹江線

村道 4 号線

2 1 海 部 南部 消 防組 合
飛島村

大宝五丁目 182

尾幹 A ｰ６１

（２４０ｍ）
仮設給水

主要地方道蟹江飛島線

村道 114 号

2 2 飛島村南拠点避難所
飛島村

竹之郷二丁目 47

尾幹 A ｰ６４

（１，９５０ｍ）
運搬給水

主要地方道名古屋西港線

市道Ｂ-22 号線

村道 63 号線

県道境政成新田蟹江線

※ 仮設給水       

  運搬給水       
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◆ 仮設給水栓◆

◆ 給水用ホース ◆
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(ウ) 運搬給水……必要に応じ給水車及びトラック等の車両により、避難所などへ運搬給水す

るものです。

備考 ※１： 給水車に配水場又は県送水管の空気弁設置箇所で注水し、避難所等に配備したタンク

等に搬送して給水する。

備考 ※２： 運搬車両に積載したタンクに配水場又は県送水管の空気弁設置箇所で注水し、避難所

等に配備して給水する。

備考 ※３： 運搬車両に積載して配水場又は県送水管の空気弁設置箇所で注水し、避難所等に搬

送して住民個々の容器に給水する。

備考 ※４： 応急給水支援設備（運搬給水）１１箇所と飛島村避難所２箇所（大宝・三福）に配備。

             

給 水 用 具 数 量 保 管 場 所 運搬方法 備 考

給水車（2,000L） 1 台 佐屋配水場 自走 ※1

簡易型給水タンク（１,000L） 13 台 避 難 所 給水車 ※1・4

簡易型給水タンク（1,000Ｌ） 3 台 佐屋配水場 給水車 ※1

ポータブル型給水タンク（１,000L） 3 台 立田・佐屋・弥富配水場 トラック ※2

ポータブル型給水タンク（2,000L） １台 弥富配水場 トラック ※2

ポリタンク（18L） 100 個 佐屋配水場
トラック

バン
※3

ポリタンク（10L） 50 個 佐屋配水場
トラック

バン
※3

ポリタンク（18L） 300 個 弥富配水場
トラック

バン
※3

◆ 給水車（2,000ℓ） ◆
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◆ 簡易型給水タンク（1,000ℓ） ◆

◆ ポータブル型給水タンク（2,000ℓ） ◆

◆ 非常用ポリ袋（6ℓ） ◆
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（5） 応援要請

災害時応援要請のフロー図は下記の通りです。

  ① 日本水道協会

    「地震等緊急時対応の手引き（日本水道協会発行）」及び「水道災害相互応援に関する

覚書（愛知県支部）」に基づき、日本水道協会愛知県支部長へ要請する。

② 愛知県水道震災復旧センター

「愛知県水道震災広域応援実施要領」に基づき、愛知県災害対策本部（地震災害警戒本部）

の中に設置される「愛知県水道震災復旧支援センター」（愛知県健康福祉部）へ弥富市の

防災情報システム端末より要請する。

この支援要請の方法等については、「愛知県水道震災復旧支援センター運用要領」を参

照とする。

【愛知県災害対策本部内】

愛知県水道震災復旧支援センター
（愛知用水水道事務所 尾張東部浄水場内）

日進市米野木町地内あああああ℡0561-74-3071
愛知県健康福祉部     あ℡052-954-6301

保健医療局生活衛生課

③ 自衛隊

    被害が大規模であり、自衛隊の派遣要請が必要な場合は、企業長の属する市村地域防災

計画に基づき市村災害対策本部長が愛知県災害対策本部へ要請する。

企業長の属する市

村

弥 富 市 役 所 に て

職 員 が 直 接 入 力

情報確認

デ ー タ 送

日本水道協会救援本部（東京都）

℡03-3264-2289 fax03-3264-3450
中部地方支部以外

の地方支部長

地方支部内の

都道府県支部長等
（中部地方支部外）

中部地方支部長（名古屋市）

℡052-972-3607 fax 052-951-1208
中部地方支部内の

県支部長等

県支部・地区内の

水道事業体
（中部地方支部内）

   愛知県支部長（豊橋市）

℡0532-51-2704 fax0532-51-2708
  愛知県支部・

地区内の水道事業体

当 企 業 団

（凡例）

応援要請

出動要請

当企業団

応援情報

弥富市防災情報

システム端末

当企業団
愛西市災害対策本部 ℡0567-26-8111
弥富市災害対策本部 ℡0567-65-1111
飛島村災害対策本部 ℡0567-52-1231

愛知県災害対策本部

災害発生

災害発生

災害発生
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（6） 耐震整備の状況

企業団施設の耐震整備の状況は次のとおりです。

① ポンプ所・配水池の耐震施設率              H31.3.31 現在

  配 水 場 名
ポ ン プ 所

（ポンプ所能力）

配  水  池

（配水池容量）
備 考

佐屋配水場
○

（16,900 ㎥）

○

（14,705 ㎥）
※

弥富配水場
○

（30,000 ㎥）

×

（23,170 ㎥）

管理本館・ポンプ室

耐 震 補 強 対 策 済

立田配水場
○

（12,500 ㎥）

×

（12,300 ㎥）

管理本館・ポンプ室

耐 震 補 強 対 策 済

立田受水場

（受水池） -
△

（7,700 ㎥）

液状化対策済

（ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ工法）

耐震施設率
１００．０％

（59,400／59,400 ㎥）

３０．７％

（14,705／47,875 ㎥）

※ 佐屋配水場……平成 4 年度から稼動している佐屋配水場設備は、水道施設耐震工

法指針で定めるレベル 2、ランク A の耐震基準（震度 6 強～7 以上）を満たして

います。

② 管路の耐震化率                     H31.3.31 現在

  管  路 管路総延長 耐 震 管 延 長 ※ 耐震化率

全 管 路 872.7km 107.9km
内

訳

ダクタイル鋳鉄管

（ＫＦ・ＳⅡ・ＮＳ・ＧＸ）
26.6km

12.4％鋼管（溶接継手） 06.7km

ポリエチレン管

（熱融着継手）
074.6km

うち基幹管路

（φ250 以上）
104.4km 26.7km

内

訳

ダクタイル鋳鉄管

（ＫＦ・ＳⅡ・ＮＳ）
20.5km

25.6％鋼管（溶接継手） 06.1km

ポリエチレン管

（熱融着継手）
0.1 ㎞

※ 耐震管とは、導・送・配水管における耐震型継手を有するダクタイル鋳鉄管、鋼管

及び水道配水用ポリエチレン管（高密度）をいうものです。

③ 今後の耐震整備

今後、立田・弥富配水場配水池の耐用年数の経過等を踏まえ、耐震補強又は更新

を順次進めるとともに、耐震性の低い接着接合による継手を有する経年塩化ビニル

管及び経年ダクタイル鋳鉄管の耐震管への更新を推進し、耐震性の強化に努めます。


